
　

現
在
の
建
築
協
定
が
２
０
１
６
年
11
月
に
発
効
し
て
か
ら
６
年
が
経
過
し
ま
し
た
。

協
定
加
入
者
の
皆
様
お
よ
び
自
治
会
員
の
皆
様
、
地
域
の
皆
様
、
ま
た
住
宅
事
業

者
の
皆
様
の
ご
協
力
に
よ
り
、
当
自
治
会
区
域
の
街
並
み
は
ほ
ぼ
良
好
に
保
た
れ
て

い
ま
す
。

　

４
年
後
の
２
０
２
６
年
11
月
に
現
建
築
協
定
の
有
効
期
間
が
満
了
と
な
り
ま
す
。

今
の
協
定
の
ま
ま
で
10
年
間
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
こ
の
西
柴
団
地
に
生
活

の
場
を
作
っ
て
こ
ら
れ
た
世
代
の
高
齢
化
が
確
実
に
進
む
中
で
、
将
来
を
見
据
え
な
が

ら
協
定
の
内
容
を
再
点
検
す
る
機
会
を
設
け
た
ほ
う
が
い
い
と
、
建
築
協
定
運
営
委

員
会
は
考
え
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
建
築
協
定
と
当
自
治
会
区
域
の
将
来
を
皆
様
と
と
も
に
考
え
て
い
く
媒

体
と
し
て
、
今
月
か
ら
数
回
に
わ
た
っ
て
「
建
築
協
定
だ
よ
り
」
を
発
行
し
て
ま
い
り

ま
す
。
ご
一
読
を
お
願
い
す
る
と
と
も
に
、
ご
家
庭
、
お
友
だ
ち
、
組
懇
談
会
、
グ
ル
ー

プ
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
場
面
で
建
築
協
定
と
当
自
治
会
区
域
の
将
来
に
つ
い
て
話
し
合

う
素
材
と
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

未来のまちへ

建築協定と住環境の現状
今号のテーマ

西柴団地 　建築協定だより

NO.1
2022/11月発行

建築協定って？
・建物の用途や建て方などのルールを決めます。
・合意した人たちで協定を結び、建築基準法に　
　基づいて市長の認可を受けます。
・ルールは加入者と地域でつくる運営委員会で
　守っていきます。
・ルールの主な内容は、用途 · 高さ · 外壁の後退
   距離 · 敷地面積などです。

イラスト：横浜市ホームページより　一部改変
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建
築
協
定
の
あ
ゆ
み

第
五
次
協
定
は

１
２
１
６
区
画
（
戸
）
が
加
入

　

現
在
の
西
柴
団
地
自
治
会
地
区
建

築
協
定
は
１
２
０
０
名
を
超
え
る
当
自

治
会
区
域
の
地
権
者
等
の
皆
さ
ん
が
自

主
的
に
合
意
し
て
締
結
し
た
建
築
協
定

で
す
。

　

西
柴
団
地
の
建
築
協
定
は
50
年
前

の
１
９
７
２
年
11
月
に
西
武
不
動
産
が

建
築
協
定
付
き
で
宅
地
分
譲
し
た
こ
と

に
始
ま
り
ま
す
（
第
一
次
協
定
）。
当

初
は
71
区
画
（
戸
）
の
協
定
で
し
た
。

１
９
７
４
年
の
新
た
な
分
譲
の
際
に

も
同
様
の
手
法
で
、
当
初
１
４
６
区
画

（
戸
）
で
建
築
協
定
が
結
ば
れ
て
い
ま
す

（
第
二
次
協
定
）。
こ
れ
ら
の
協
定
は
い

ず
れ
も
有
効
期
間
10
年
で
、
１
９
９
２

年
、
１
９
８
４
年
に
有
効
期
間
を
満

了
し
ま
す
が
、
１
９
８
５
年
に
分
譲
地

を
購
入
し
た
各
地
権
者
の
合
意
の
下
、

１
２
１
５
区
画
（
戸
）
で
新
た
な
協
定

が
結
ば
れ
ま
す
（
第
三
次
協
定
）。
そ
の

後
、
第
四
次
協
定
を
経
て
、
現
在
の
第

五
次
協
定
と
な
り
ま
す
。
第
五
次
協
定

は
２
０
１
６
年
に
１
２
０
５
区
画
（
戸
）

の
合
意
で
ス
タ
ー
ト
し
、
現
在
の
加
入

数
は
１
２
１
６
区
画
（
戸
）
に
増
え
て

い
ま
す
。
表
１

–

１
は
西
柴
団
地
の
建

築
協
定
の
変
遷
で
す
。

隣
接
地
は
２
４
０
、

区
域
外
は
１
４
６
区
画
（
戸
）

　

図
１–

１
は
西
柴
団
地
自
治
会
地
区

建
築
協
定
区
域
図
で
、
協
定
加
入
地

と
隣
接
地
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
凡
例

で
「
建
築
協
定
区
域
」
と
さ
れ
て
い
る

の
が
協
定
に
加
入
し
て
い
る
区
画
（
戸
）

で
す
。「
加
入
地
」
と
呼
ぶ
こ
と
に
し
ま

す
。
加
入
地
は
１
２
１
６
区
画
（
戸
）

で
す
。
凡
例
で
区
画
の
中
に
※
マ
ー
ク
が

あ
る
の
が
、
建
築
協
定
区
域
隣
接
地
で

す
。「
隣
接
地
」
と
呼
び
ま
す
。
２
４
０

区
画
（
戸
）
あ
り
ま
す
。
こ
の
加
入
地

と
隣
接
地
を
合
わ
せ
た
区
域
が
建
築
協

定
区
域
で
す
。
１
２
１
６
＋
２
４
０
で

１
４
５
６
区
画
（
戸
）
と
な
り
ま
す
。

　

地
図
上
、
協
定
区
域
は
自
治
会
区
域

表1-1　西柴団地建築協定の更新履歴

＊ 第三次協定の名称「第２次」は当時の名称のまま。　＊＊ 2036年までの延長規定あり（建築協定第１７条）。

第一次協定から５０年
建築協定と住環境の現状

協定正式名称 発効 終了 有効期間 発効時
戸数   1972　　 1985　  1996 　 2006　  2016   　　

第一次 金沢文庫第４次
住宅地建築協定

1972年
11月

1982年
11月 10年 71 1972

～82

第二次 金沢文庫第５次
住宅地建築協定

1974年
5月

1984年
5月 10年 146 1974

～84

第三次 西武金沢文庫住宅地
第２次建築協定*

1985年
10月

1995年
10月 10年 1215 1985

～95

第四次 金沢文庫住宅地
建築協定

1996年
11月

2016年
11月

10年
+10年 1236 1996 ～

2006
2006
～16

第五次 西柴団地自治会地区
建築協定

2016年
11月

2026年
11月 **

10年
+10年 1205 2016～

あと４年か…
今後の建築協定について

考えないと。

現行建築協定 2026年11月満了

協定の改定 別のまちづくり制度へ移行現協定延長（10年）



と
ほ
ぼ
重
な
っ
て
い
ま
す
が
、
自
治
会

区
域
内
に
斜
線
で
塗
り
つ
ぶ
さ
れ
た
区

域
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
協
定
の
「
区

域
外
」
と
さ
れ
て
い
る
区
域
を
示
し
て
い

ま
す
。
三
丁
目
の
バ
ス
通
り
沿
い
の
商
店

街
を
含
む
区
画
（
戸
）
や
一
丁
目
や
柴

町
、
金
沢
町
な
ど
で
他
の
自
治
会
区
域

と
隣
接
す
る
地
域
の
区
画
（
戸
）、
そ
の

ほ
か
、
賃
貸
共
同
住
宅
を
営
む
な
ど
の

地
権
者
の
意
向
で
区
域
外
と
な
っ
て
い
る

区
画
（
戸
）
な
ど
、

あ
わ
せ
て
１
５
６
区

画
（
戸
）
が
自
治

会
区
域
の
中
で
建

築
協
定
の
区
域
外

建築協定区域（加入地）と隣接地って？

図1-1　西柴団地自治会地区建築協定 区域図

2022年5月末現在

3

・土地の所有者等が建築協定に加入することで
   合意した土地の集合体です。
・協定の加入について合意が得られなかった土
   地は区域外となります。

・建築協定区域に隣接する土地のうち、将来協 
  定に加入してもらうことを協定区域の人たち
  が希望する土地です。
・隣接地の指定をすることで、土地所有者が建
  築協定書と建築協定加入届を横浜市に提出す
  れば、建築協定認可の後であっても建築協定
  に加入することができます。
・隣接地の段階では合意に達していないので、
   最終的には協定の効力は及びません。

建築協定
区域

（加入地）

建築協定
区域

隣接地

横浜市ホームページ掲載の建築協定区域図が公式版です
（８項のQRコードで参照）。

イラスト：横浜市ホームページより　一部改変
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と
な
っ
て
い
ま
す
。
自
治
会
区
域
の
加

入
地
・
隣
接
地
・
区
域
外
の
内
訳
は
表

１

–

２
に
お
示
し
す
る
通
り
で
す
。

建
築
協
定
区
域
内
に

３
種
類
の
用
途
地
域 

　

一
方
、
協
定
区
域
の
用
途
地
域
区
分

は
主
に
３
種
類
あ
り
ま
す
。
第
一
種
低

層
住
居
専
用
地
域
が
１
３
8
５
区
画
で

95
・
１
％
を
占
め
、
第
一
種
中
高
層
住

居
専
用
地
域
が
37
区
画
（
商
店
街
を
除

く
）
で
２
・
５
％
、
第
一
種
住
居
地
域
が

34
区
画
で
２
・
３
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

用
途
地
域
に
つ
い
て
は
次
号
で
詳
し
く
触

れ
ま
す
。

第
五
次
建
築
協
定
の

狙
い
と
現
状

　

20
年
間
継
続
し
た
第
四
次
協
定
か
ら

第
五
次
協
定
に
改
定
す
る
際
に
そ
の
作

業
を
担
っ
た
の
は
自
治
会
が
設
け
た
「
地

域
ま
ち
づ
く
り
ル
ー
ル
特
別
委
員
会
」

で
す
。
こ
の
特
別
委
員
会
は
さ
ま
ざ
ま

な
ま
ち
づ
く
り
制
度
を
含
め
て
、
自
治

会
区
域
の
住
環
境
の
課
題
を
長
期
間
に

わ
た
っ
て
検
討
し
て
き
ま
し
た
。
当
時
、

改
定
の
目
的
や
具
体
案
は
ど
う
考
え
ら

れ
て
い
た
か
を
た
ど
っ
て
み
ま
す
。 

第
五
次
改
定
の
２
つ
の
ポ
イ
ン
ト

　

７
年
前
、
２
０
１
５
年
１
月
の
「
西

柴
団
地
ま
ち
づ
く
り
ニ
ュ
ー
ス
No
２
」

（
地
域
ま
ち
づ
く
り
ル
ー
ル
特
別
委
員

会
発
行
）
で
は
、
第
四
次
か
ら
第
五
次
へ

の
「
建
築
協
定
改
定
草
案
の
ポ
イ
ン
ト
」

と
し
て
次
の
２
点
を
あ
げ
て
い
ま
す
。「
建

物
用
途
の
多
様
化
」
と
「
現
建
築
協
定

の
基
準
を
継
続
（
敷
地
最
小
面
積
、
建 

物
階
数
な
ど
）」
で
す
。

表1-2　自治会区域内の協定加入地・ 隣接地・
             区域外の区画（戸）数

　建物用途の多様化

　高齢化が急速に進み、西柴三丁目、四
丁目では 65 歳以上の住民が40％以上を
占めるようになり、空き家や空地が80 件
以上に増えて、防犯上も不安な状況。こ
の現状を解決するには、建物の用途を柔
軟に考え、若い年齢層の方々が住んでみ
たいと思えるような魅力あるまちづくりを
促進していく工夫が必要だとして、第４次
の協定にはなかった次の 8 つの建物用途
を取り入れる草案を提示しています。

①タウンハウス  ②シェアハウス
③寮、寄宿舎、下宿
④診療所
⑤幼稚園、保育施設　
⑥老人ホーム　⑦グループホーム
⑧（学校）、図書館、学習塾

   　現建築協定の基準を継続

　私たちの街は、建築協定の存在と住民
の方の良識に支えられて、品格ある街並
みを維持してくることができ、この環境を
後世に残すことは、私たち世代の務め。
重要なのはやはり一定の規模以上の敷地
面積を確保することにあり、良好な環境の
住宅街が、敷地を細切れにしたため、街
並みが破壊された例は数多く、そのような
事態を避けるには、現行の建築協定通り
敷地の最小面積は150㎡（約45坪）を
継続し、建物の階数についても、地階を
除き２階建てまで、高度制限・軒高、壁
面の位置、外階段、地盤面の規定も現（第
四次）建築協定の規則を踏襲することが
良策という草案を提示しています。

（西柴団地まちづくりニュース No.2 から抜粋引用） （西柴団地まちづくりニュース No.2 から抜粋引用）

ポイント

1
ポイント

2

戸数 対自治会区域
戸数割合（％）

対協定区域
戸数割合（％）

自治会区域 1612 100.0

　協定区域 1456 90.3 100.0 

　　
　　

加入地 1216 75.4 83.5 

隣接地 240 14.9 16.5 

  　協定区域外 156 9.7 

戸数は 2022 年9月末現在
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建
築
協
定
改
定
時
の
狙
い
は

実
現
で
き
た
で
し
ょ
う
か
？

  

「
建
築
協
定
改
定
草
案
の
ポ
イ
ン
ト
」
の

２
項
目
を
含
む
改
定
案
は
、
協
定
区
域

の
86
％
と
い
う
多
く
の
方
々
の
賛
同
を
得

て
、
現
在
の
協
定
と
な
り
ま
し
た
。

　

さ
て
、
改
定
か
ら
６
年
が
経
過
し
た

今
、
こ
の
２
つ
の
ポ
イ
ン
ト
は
実
現
で
き

た
で
し
ょ
う
か
？　

中
間
的
な
評
価
を

す
る
な
ら
、「
建
物
の
多
様
化
」
で
は
タ

ウ
ン
ハ
ウ
ス
が
１
棟
建
て
ら
れ
た
以
外
、

シ
ェ
ア
ハ
ウ
ス
、
寮
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

な
ど
他
の
建
物
用
途
は
実
現
し
て
お
ら

ず
、「
若
い
年
齢
層
の
方
々
が
住
ん
で
み

た
い
と
思
え
る
よ
う
な
魅
力
あ
る
ま
ち

づ
く
り
の
促
進
」
に
一
歩
は
踏
み
出
し
た

け
れ
ど
、
狙
い
通
り
の
結
果
と
は
な
っ
て

い
な
い
の
が
実
情
で
す
。

【
タ
ウ
ン
ハ
ウ
ス
】

１
つ
の
建
物
の
中
に
複
数
の
住
戸
が
作
ら
れ
て
い

る
集
合
住
宅
で
、
建
築
基
準
法
で
は
長
屋
と
い
い

ま
す
。
玄
関
や
階
段
な
ど
共
有
ス
ペ
ー
ス
が
あ
る

共
同
住
宅
と
は
異
な
り
ま
す
。
現
在
の
協
定
で
は

住
宅
戸
数
は
３
以
下
ま
で
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、「
建
築
協
定
の
基
準
継
続
」

は
加
入
地
に
お
い
て
は
最
低
敷
地
面
積

な
ど
建
築
協
定
の
諸
規
制
が
き
ち
ん
と

守
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
街
並
み
の
維

持
に
貢
献
し
て
い
る
結
果
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

以
上
２
つ
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
自
治
会

区
域
の
将
来
の
姿
を
考
え
て
い
く
際
の

課
題
と
し
て
今
も
残
さ
れ
て
い
ま
す
。
現

時
点
で
の
中
間
評
価
を
ど
う
読
み
解
く

べ
き
か
、
皆
さ
ん
と
と
も
に
次
号
で
考
え

て
ま
い
り
ま
す
。

建
築
計
画
届
出
数
の
推
移

　

第
五
次
建
築
協
定
以
後
の
建
築
計

画
の
届
出
（
通
知
書
）
数
は
表
１

–
３
に
お
示
し
す
る
通
り
１
０
９
件
で

（
２
０
２
２
年
６
月
現
在
）、
こ
の
６

年
間
で
１
０
０
軒
以
上
の
新
築
住
宅
が

建
て
ら
れ
て
い
ま
す
。
当
地
区
の
戸
建

区
画
数
１
６
１
２
区
画
の
６
・
８
％
ほ
ど

が
建
て
替
え
ら
れ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

新
た
な
建
築
主
の
年
齢
は
不
明
で
す
が
、

30
～
50
代
の
方
々
が
多
い
と
推
定
さ
れ

ま
す
の
で
、
建
築
計
画
の
届
出
が
多
い

ほ
ど
若
い
方
々
が
増
え
て
い
る
と
推
定
さ

れ
ま
す
。

　

ま
た
、
加
入
地
と
隣
接
地
の
届
出
の

割
合
を
見
る
と
、
72
・
５
％
と
25
・
７
％

で
す
。
先
ほ
ど
、
表
１

–

２
に
示
し
た
と

お
り
、
自
治
会
区
域
内
の
戸
数
に
占
め

る
隣
接
地
の
戸
数
の
割
合
は
14
・
９
％

で
す
の
で
、
隣
接
地
で
の
届
出
が
多
い
こ

と
が
わ
か
り
ま
す
。
２
４
０
戸
中
、
28

戸
で
す
の
で
、
11
・
７
％
ほ
ど
が
建
て
替

わ
っ
て
い
ま
す
。

　

同
時
に
建
築
主
が
個
人
か
事
業
者
か

の
割
合
を
見
る
と
、
自
治
会
区
域
全
体

で
は
個
人
71
・
６
％
、
事
業
者
28
・
４
％

で
、
３
割
近
く
を
事
業
者
が
占
め
て
い

ま
す
。
隣
接
地
に
つ
い
て
み
る
と
、
個
人

53
・
６
％
、
事
業
者
46
・
４
％
で
、
事

業
者
が
当
地
区
内
で
の
住
宅
建
築
に
か

か
わ
り
、
と
り
わ
け
隣
接
地
で
の
事
業

に
力
を
入
れ
て
い
る
傾
向
が
読
み
取
れ

ま
す
。

建築計画の届出数は２０２２年６月４日現在

表1-3

第五次協定発効後の建築計画の届出数 建築主が個人・事業者の件数と割合

建築計画の届出 参考（域内区画数） 個人 事業者 計

届出数 ％ 区画（戸） ％ 届出数 ％ 届出数 ％ 届出数 ％

自治会区域 109 100.0 1612 100.0 78 71.6 31 28.4 109 100.0 

　協定区域 107 98.2 1456 90.3 76 71.0 31 29.0 107 100.0 

　　
加入地 79 72.5 1216 75.4 61 77.2 18 22.8 79 100.0 

隣接地 28 25.7 240 14.9 15 53.6 13 46.4 28 100.0 

　　協定区域外 2 1.8 156 9.7 2 100.0 0.0 2 100.0 
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住
環
境
の
現
状

加
入
地
の
現
状
…

良
好
な
街
並
み
と
居
住
環
境

　

協
定
加
入
地
に
お
け
る
建
築
計
画
は

す
べ
て
運
営
委
員
会
へ
届
け
が
出
さ
れ
、

敷
地
面
積
・
隣
地
後
退
・
軒
高
・
階
数

な
ど
協
定
を
守
っ
た
建
物
で
あ
る
こ
と

を
確
認
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
加

入
地
の
街
並
み
や
居
住
環
境
は
良
好
に

維
持
さ
れ
て
い
ま
す
。

隣
接
地
・
区
域
外
の
現
状
…

多
く
は
協
定
に
合
致

　

隣
接
地
に
お
け
る
建
築
計
画
も
運
営

委
員
会
へ
ほ
ぼ
届
け
が
出
さ
れ
、
多
く

は
協
定
に
合
致
し
た
建
築
計
画
で
し
た

が
、
敷
地
を
分
割
し
た
ケ
ー
ス
で
は
敷

地
面
積
・
隣
地
後
退
な
ど
、
協
定
の
規

定
に
満
た
な
い
事
例
が
見
ら
れ
ま
す
。

　

一
方
、
協
定
区
域
外
に
お
け
る
建
築

計
画
は
、
法
制
上
、
運
営
委
員
会
と
の

事
前
協
議
義
務
が
な
い
た
め
、
ほ
ん
の

一
部
を
除
き
運
営
委
員
会
へ
の
届
出
は

あ
り
ま
せ
ん
。
運
営
委
員
会
で
は
協
定

に
合
致
し
た
建
物
に
す
る
よ
う
建
築
主

や
そ
の
代
理
人
に
要
請
し
て
い
ま
す
が
、

敷
地
面
積
・
隣
地
後
退
・
階
数
な
ど
、

協
定
の
規
定
に
合
わ
な
い
事
例
が
見
ら

れ
ま
す
。

　

自
治
会
区
域
の
90
％
は
協
定
区
域
で

す
の
で
、
自
治
会
区
域
全
体
と
し
て
は

街
並
み
や
住
環
境
は
ほ
ぼ
維
持
さ
れ
た

状
態
に
あ
り
ま
す
。

空
き
家
の
増
加

　

自
治
会
区
域
の
空
き
家
は
こ
の
数
年

間
で
20
％
程
度
増
加
し
、
今
や
１
０
０

件
を
超
え
て
い
ま
す
（
全
戸
数
の
６
～

７
％
に
相
当
）。
ど
う
し
て
空
き
家
の
ま

ま
な
の
か
、
所
有
者
の
方
々
の
意
向
は

不
明
で
す
。

　

空
き
家
は
さ
ま
ざ
ま
な
理
由
か
ら
住

環
境
・
生
活
環
境
へ
負
の
影
響
を
与
え

る
と
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
居
住
者
の

高
齢
化
、
金
沢
区
の
人
口
減
少
な
ど
、

内
外
の
要
因
か
ら
当
自
治
会
区
域
の
空

き
家
は
増
え
続
け
て
い
く
も
の
と
推
定

さ
れ
、
住
環
境
・
生
活
環
境
を
維
持
し

て
い
く
た
め
に
空
き
家
を
減
ら
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
即
効
性
の
あ

る
解
決
策
は
見
当
た
ら
な
い
の
が
実
情

で
す
。

【
空
き
家
件
数
】

２
０
１
４
年
に
実
施
し
た
自
治
会
の
空
き
家
調
査

で
は
、
空
き
家
件
数
は
84
件
で
し
た
。
２
０
２
２

年
４
月
時
点
の
自
治
会
事
務
で
の
空
き
家
把
握
件

数
は
１
０
０
件
を
超
え
て
い
ま
す
。

自
治
会
区
域
の

人
口
構
成
の
現
状

　

自
治
会
区
域
の
住
環
境
を
考
え
て
い
く

際
の
背
景
と
な
る
人
口
構
成
の
現
状
を
お

示
し
し
ま
す
。
西
柴
団
地
地
区
の
中
心
街

建築計画の届出（通知書）

・協定区域内で建築する際は、建築計画（通知書）を運営委員会に
  届けなければなりません。
・運営委員会はその計画を協議し、協定内容に合致しているか確認
  します。
・隣接地も協定区域内ですから建築計画の事前届出をお願いしてい
  ます。
・協議や審査は「通知書の確認表」の様式を使って行います。

通知書 通知書の確認表
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区
、
西
柴
３
丁
目
と
西
柴
４
丁
目
の
数
値

で
特
徴
を
見
て
い
く
こ
と
に
し
ま
す
。

（
注
）
２
０
２
０
年
の
国
勢
調
査
に
基
づ
き
ま
す
。

国
勢
調
査
の
結
果
は
、
小
地
域
と
い
う
単
位
で
公
表

さ
れ
ま
す
。
西
柴
団
地
自
治
会
区
域
以
外
の
地
域
を

含
ま
な
い
小
地
域
は
西
柴
３
丁
目
、
４
丁
目
で
す
。

高
齢
化
率
は
40
・
３
％
、
75
歳
以
上
は

24
・
５
％

　

高
齢
化
率
（
65
歳
以
上
の
比
率
）
は

40
・
３
％
に
達
し
、
金
沢
区
全
体
の

30
・
２
％
と
比
べ
際
立
っ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
75
歳
以
上
は
25
・
４
％
で
、
金

沢
区
全
体
の
15
・
４
％
を
10
％
上
回
っ

て
い
ま
す
。

高
齢
化
か
ら
急
激
な
人
口
減
へ

　

図
１–

２
は
、
５
歳
刻
み
の
人
口
ピ
ラ

ミ
ッ
ド
で
す
。

　

こ
こ
か
ら
、
２
つ
の
ピ
ー
ク
が
見
て
取

れ
ま
す
。
第
一
の
ピ
ー
ク
は
、
70

−

74
、

75

−

79
、
80

−
84
歳
の
３
つ
の
層
で
各
々

全
体
の
8
・
０
％
、
8
・
０
％
、
７
・
９
％

で
３
層
あ
わ
せ
て
23
・
８
%
を
占
め
て
い

ま
す
。
第
二
の
ピ
ー
ク
は
、
50

−

54
歳
の

8
・
２
％
で
、
前
後
の
45

−

49
歳
６
・
４ 

％
、
55

−

59
歳
７
・
２
％
と
３
層
あ
わ
せ

て
21
・
９
％
に
な
り
ま
す
。

　

そ
し
て
、
次
の
ピ
ー
ク
は
20

−

24
歳
、

15

−

19
歳
の
層
に
か
す
か
に
見
え
る
だ
け

で
、
30
代
・
40
代
の
子
育
て
世
代
が
極

端
に
少
な
い
逆
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
で
す
。

　

将
来
の
急
激
な
人
口
減
少
と
空
き
家

の
増
加
が
見
え
て
き
ま
す
。

図1-2　西柴の中心街区の人口ピラミッド 2020

国土交通省ホームページ

建築協定の安定性・
永続性の保証（第三者効）
建築協定制度は、住宅地としての環境や商店街としての利便を高度に維持増進す
ることなどを目的として、土地所有者等同士が建築物の基準（建築基準法による
最低基準を超えた高度な基準）に関する一種の契約を締結するときに、公的主体

（特定行政庁）がこれを認可することにより、契約に通常の契約には発生しない
第三者効＊を付与して、その安定性・永続性を保証し、住民発意による良好な環
境のまちづくりを促進しようとする制度です。
＊ 契約当事者以外の第三者が当該契約の目的となっている土地等を取得したとき
に、当該第三者をも拘束する効力。

95歳～

90歳～ 94 歳

85歳～ 89 歳

80歳～ 84 歳

75歳～ 79 歳

70歳～ 74 歳

65歳～ 69 歳

60歳～ 64 歳

55歳～ 59 歳

50歳～ 54 歳

45歳～ 49 歳

40歳～ 44 歳

35歳～ 39 歳

30歳～ 34 歳

25歳～ 29 歳

20歳～ 24 歳

15歳～ 19 歳

10歳～ 14 歳

5歳～ 9 歳

0歳～ 4 歳

75人　　　　５０人　　　　　２５人 ２５人　　　　５０人　　　　　７５人

高齢化率40.３％
年齢区分 男 女 計

95歳～ 7 5 12
90歳～94 歳 20 27 47
85歳～89 歳 60 74 134
80歳～84 歳 78 81 159
75歳～79 歳 64 97 161
70歳～74 歳 67 95 162
65歳～69 歳 72 68 140
60歳～64 歳 54 69 123
55歳～59 歳 71 76 147
50歳～54 歳 76 90 166
45歳～49 歳 65 65 130
40歳～44 歳 48 45 93
35歳～39 歳 36 47 83
30歳～34 歳 30 25 55
25歳～29 歳 26 32 58
20歳～24 歳 38 37 75
15歳～19 歳 42 34 76
10歳～14 歳 28 33 61

5歳～9 歳 37 42 79
0歳～4 歳 35 26 61

（単位：人）
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金沢区の
建築協定
一覧

建築協定
ホームページ

（手続き・届出
書式など）

建築協定
の 説明

建築協定書

建築協定
区域図

建築協定
運営規則

建築協定へのご意見やご要望、建築協定だよりへのご意見など
なんでもお寄せください

未来のまちへ ご意見フォームはこちらから⇒

未来のまち
住みやすい
まち

こんなお店が
あったら

西柴団地 建築協定だより「未来のまちへ 」No.1
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建築協定の改定まで『未来のまちへ』をお手元に保管ください。
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各種資料はこちらからご確認いただけます
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横浜市ホームページより
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